
南ベトナムと同じ運命

　2021年８月15日。米軍のアフ
ガニスタンからの総引き揚げで、
アフガニスタンの傀儡民主政権が
簡単に瓦解し、間髪を入れずにイ
スラム国家を目指すタリバーン新
政権が樹立された。20年に及ぶ
長い戦いの歴史のあっけない幕切
れであった。
　自由と民主主義の味を知った一
般市民は、首都カブールを脱出し
ようと、カブール空港へ殺到する。
発進しようとする飛行機の車輪に
しがみつく人びと。そこには、国
が崩壊する時の悲劇が凝縮されて
いた。
　そうした光景を見ていると、ほ
ぼ半世紀前のサイゴン南ベトナム
政府の空しい崩壊が想い出される。
1973年、南べトナム解放戦線の
サイゴン大攻勢で、南ベトナム政
府が自壊した時、それまで自由を
謳歌してきたサイゴン市民はパニ
ックに陥って国外へ脱出しようと、
空港や桟橋へ殺到した。
　船に乗り損ねた一人の市民は、

子供だけでも脱出させようと必死
に乗船を懇願する。一方、空港へ
殺到する人々は、飛び立とうとす
る飛行機の車輪にしがみついてで
も、海外へ脱出しようとする。あ
ちらこちらに悲劇が充満していた。
その同じ光景が、ベトナム戦争か
ら半世紀後のカブール空港で再現
されようとは、歴史の不思議な邂
逅を感じてしまう。
　ところが、同じ脱出の悲劇でも
絶対に許されない悲劇がある。南
ベトナム政府の崩壊の時もそうだ
ったが、今回のアフガニスタンで
も政府高官が多額の公金（ドルな
いし金など）を横領して海外逃亡
している。その人物が、米国の信
任を20年間も受けていた最高司
令官のアシュラフ・ガーニ大統領
と言うから、残念ながら欧米によ
る民主国アフガニスタンは最初か
ら瓦解の運命にあったと言っても
過言ではない。
　ガーニ氏は世界銀行出身だが、
米国の大学で学び、大学の教壇に
立ったこともある知米派で、国連
事務総長の候補になったこともあ

ったという。同じ悲劇が半世紀前
のベトナムでも、その半世紀後の
アフガニスタンでも繰り返された。

繰り返す米ソの悲劇

　国を造るということは簡単なこ
とではない、それは日本の江戸、
明治、大正、昭和の歴史をたどっ
てみても明らかだ。それでは、次
にアフガニスタンが過去に外国勢
力と関わりあった歴史を追ってみ
よう。
　最も記憶に新しい歴史は、
1979年の衝撃的なソ連軍のアフ
ガニスタン侵攻であったと言える。
進攻の目的は、アフガニスタンに
樹立された共産党政権を守るため
であった。ちなみに、その時、イ
スラム過激派アルカーイダをウサ
マ・ビン・ラーディンが組織して
ソ連軍と戦っている。
　1989年、ソ連軍は大きな損害
を出しながらアフガニスタンから
撤退を余儀なくされる。そして、
それから２年も経たない1991年
には、ソビエト連邦が解体され、
続いて第二次大戦後、長く続いた

冷戦も終焉するという歴史をたど
る。当時は10年以上に及ぶソ連
軍の大規模なアフガニスタン進攻
が、ソ連の政治・経済の屋台骨を
危うくしたと言われた。
　そして2001年、ニューヨーク
世界貿易センタービルや国防省な
どがイスラム過激派の民間航空機
の乗っ取りによって爆破されると
いう、米国にとっては前代未聞の
テロ事件が勃発する。米国は間髪
を入れずに、首謀者とされるビ
ン・ラーディンを狙い撃ちすべく
アフガニスタンに進攻する。結果、
時間はかかったが、ビン・ラーデ
ィンは殺害され、米国の制裁は成
功する。ところが、今度はビン・
ラーディンに味方するイスラム主
義勢力タリバーンとの闘いが始ま
る。米国は国力消耗戦とも言える
タリバーン勢力との戦いに引き込
まれ、大した成果もなく、今回の
撤収となった。「いったいタリバ
ーンとの戦いは何だったのか」
「米国の真の国益に合致したもの
だったのか」といった国民の疑惑
にどう答えていくのか、政府当局
の悩みは深いかもしれない。

アフガニスタンという国

　ところで、アフガニスタンは地
域的に見て、中東地域に分類され
る国だと思っている人がいるかも
しれないが、日本貿易振興機構
（ジェトロ）アジア経済研究所で
はアジアに分類されている。「中
東のイラン」と、「アジアのパキ
スタン」に挟まれたアフガニスタ
ンは、大英帝国のインド植民地支
配の時代から厄介な存在で、隣国

アフガニスタンの反抗部族の鎮圧
のために、インドから遠征鎮撫隊
を幾度となく派遣している。とこ
ろが遠征鎮撫隊は幾度もアフガニ
スタン各部族の奇襲攻撃を受けて
苦戦している。大英帝国の時代か
らアフガニスタン各地に群雄割拠
する少数部族には手を焼いていた
ようである。
　アフガニスタンという国は、イ
ラン、パキスタン、トルクメニス
タン、ウズベキスタン、タジキス
タン、中国に囲まれた完全な内陸
国家である。人口規模は約3,400
万。国際的に見て大きな問題は、
麻薬の原料となるケシ栽培で、そ
の規模は全世界の80％程を占め
ているという。ケシの収入はタリ
バーンを支えてきたと言われてお
り、今後、タリバーン政府がこれ
にどう対処するかが、国際的に注
目される問題になっている。
　一方、アフガニスタンには不毛
と見られる大地の下に豊富な地下
資源が眠っているという。宝石の
ラピスラズリなどは世界的に知ら
れているが、他にリチウム、石炭、

銅、レアアース、金などの埋蔵が
注目される。
　これからを展望すると、新生ア
フガニスタン政権と、タリバーン
の育ての親とも言える隣国パキス
タンをはじめ、一部国境を接する
中国とは資源開発などで関係強化
が図れる可能性があると考えられ
ている。また、この国にはアジア
ハイウェイがパキスタンの首都イ
スラマバードからアフガニスタン
国境に近いカイバル峠まで伸びて
いる。一つ峠を越えるとカブール
に入ることができる。そうすると、
東からのアジアハイウェイがアフ
ガニスタン、イランを通ってトル
コからヨーロッパへ抜ける新しい
流通の可能性も開ける。おそらく
中国にとっては「一帯一路」戦略
が内陸で一つ完成するという意味
でも、漁夫の利と言われようとも
アフガニスタンとの関係をエネル
ギッシュに深めるものとみられる。
　一国の盛衰が、一方では利を、
そして他方では不利を産むという
一例を、新生アフガニスタンの誕
生に見ることができる。

どこへ向かうのか
新生アフガニスタン
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タリバーンが政権を掌握後、アフガニスタンでは資産凍結などにより国内経済は疲弊しており、生活のため路上
で家電や持ち物を売りに出す人々が増えている＝カブールで撮影 ⒸJPF



ワクチン協力の行方1 拡大する“ワクチン・ギャップ”
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クチンを開発した。だが、自国民
を守る各国政府にとって、どのワ
クチンが最も有効か、調達しやす
いか見通しにくい。各国は昨年か
ら製薬会社とバイ（二者間）の交
渉で購入予約を進めた。同時にマ
ルチ（多国間）の枠組みの

COVAXに出資し、自国向けのワ
クチンも獲得できるよう「保険」
をかけた。
　保健医療に詳しい北欧のジャー
ナリスト、アン・ダナイヤ・アッ
シャー氏は医学誌『ランセット』
に寄稿した「美しいアイデア～

COVAXがどのように不足してい
るか」によると、COVAX経由の
ワクチン第１号は今年２月、ガー
ナ向け（60万回分）に提供され
た。だが、前後して先進国のカナ
ダ（162万回分）や英国（50万回
分）にもCOVAXから提供された

Gavi首脳部からの文書回答

　本誌編集部は９月初め、COVAX
の運営母体であるGaviワクチン
アライアンスの首脳部にインタビ
ューを申し込んだ。先方が多忙の
ため、文書による回答が10月初
め、届いた。その文面からは、ワ
クチン配布の遅れについて忸怩た
る思いが伝わってきた。
　回答したのはGaviの専務理事、
マリーオンジュ・サラカ-ヤオ氏。
民間セクターとの連携と財務部門
の責任者だ。まず、ワクチン配布
の進捗状況と改善の課題に関する
質問に、同氏は答えた。
　「COVAXはパンデミックの急
拡大を終わらせることを目標に、
史上最大かつ最も複雑なワクチン
配布を進めている。今年２月に初
の配布を実施して以来、COVAX
は世界144カ国に３億1,400万回

分以上のワクチンを提供した。私
たちより多くのワクチンを提供し
たのは中国、インド、米国だけ
だ」
　「しかし」と、同氏は続けた。
「現実には、今まで以上に多くを
達成できたはずだし、達成される
べきだった。今日、低所得国の人
口において1回の予防接種を受け
たのはわずか２％に過ぎず、アフ
リカの人口において２回の接種を
受けたのはわずか４％に過ぎない。
これは、受け入れがたいことだ」
COVAXの実績に不満をあらわに
したのは、もともと「今年末まで
に20億回分」とした当初目標に
対し、10月初めで３億回分余り
にとどまったからだ。年末の目標
を14億回分に下方修正し、20億
回分の達成は22年第一四半期に
ずれ込む見通しだ。この調子では、
集団免疫の達成も大幅に遅れそう
だ。
　そして同氏は「製薬会社は
COVAXへのワクチン供給を優先
しないようにビジネス上の決定を
下している。つまり、彼らは世界
人口の大半への供給を優先的に考
えていないのだ。私たちはこれを
変える必要があり、各国はそれを
支援して欲しい」と述べた。
　さらに「各国がワクチン生産を
待つ行列でCOVAXの前に並んで
いても、ワクチンが必要ない場合

には、一歩下がって順番を譲って
もらい、COVAXがタイムリーに
ワクチンを配布できるように協力
して欲しい」とした。そして「世
界が次のパンデミックに対し、限
られた数のワクチンをめぐる競争
ではなく、しっかりした資金調達
と研究開発、アクセスの条件を明
確化することによって備える必要
がある」と指摘した。

途上国向けと自国向けの２本柱

　COVAXの仕組みについては、
16ページで解説したが、ワクチ
ンを自力で調達しにくい開発途上
国を支援することに加え、もう一
つの柱がある。「持てる者も、持
たざる者も平等にワクチンを入手
できる」という原則の下、高所得
国も自国向けのワクチンを人口の
20％まで（後に50％まで引き上
げ）入手できるようにした。
　これがCOVAXの協力メカニズ
ムの大きな特徴で、途上国向けの
ワクチン調達と供給が難航する一
因にもなった。詫摩佳代・東京都
立大学教授が指摘するように、先
進国も途上国も「同時多発」で襲
ったコロナ禍がCOVAXに影を落
とした＝19ページ参照。
　米欧のメガファーマ（大手製薬
会社）は昨年末から相次ぎ、ワク
チン開発の成功を発表し、接種を
開始した。中国、ロシアも国産ワ
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同時多発パンデミックが与えた試練
日米豪でインド医薬品の現地生産支援を

「任意の協力」に改善の課題も

　新型コロナウイルスに対し、国際社会が歴史
上初めてグローバルなワクチン接種の枠組みを
築き、対処しようとしたことは評価できる。他方、
COVAXに限った問題でないが、ワクチン協力に
参加する国や製薬会社に対する強制力はなく、
あくまで任意の協力に基づくことに改善の課題が
あると思う。
　これまでのパンデミックは、エボラ出血熱やエイ
ズなど大規模に起きたものでも、感染が深刻な国
と、そうでない国が明確に分かれていた。このた
め、被害が小さな国がアフリカなどを積極的に支
援できた。しかし、今回は全世界で同時多発的に
起き、自分の国を差し置いて他国を助けに行くこ
とは現実的に難しかった。それが当初の期待通
り、COVAXをうまく機能させられなかった背景に
ある。
　COVAXでは協力する先進国が、同時に自国
民のためにワクチンを獲得しなければならず、
COVAXと先進国が競合する形にもなった。例え
ば、イスラエルのように通常の倍の値段でワクチ
ン獲得を望んだ国もある一方、後回しされる国も
出るなど「南北格差」が見えた。世界貿易機関
（WTO）のルール上、貿易制限はいけないが、感
染が同時多発的だったため、保護貿易主義的な
政策がとられた。
　その中で、COVAXに金は集まっても、ワクチン
の現物が集まらない事態が起きた。もし、今回の
危機が一部地域に限定的なものであれば、もう
少し効果的に機能した可能性がある。主要国は、
国益確保の姿勢と国際公益維持のバランスを
図っていくことが重要だ。

パワーゲームとなったワクチン協力

一方、ワクチンは生産できる国とできない国があ
る。この「非対称性」によって、途上国がワクチン
生産国に依存する構図が生まれている。それだけ
に、この非対称性をなくすことは国際協力の大き
な課題だが、現状ではワクチン協力が国際政治
のパワーゲームの様相を帯びている。
　中国は疾病が単に公衆衛生の課題であるだ
けでなく、一帯一路構想の中で途上国との繋がり
を強める大きな課題として考えているようだ。コロ
ナ禍の以前から世界保健機関（WHO） に対し、
中国の医薬品を積極的に使うよう働き掛けて協
定を結んでいた。また、「ヘルス・シルクロード」を掲
げて一帯一路保健大臣会合を開き、中国が途上
国の医薬品製造能力を支援するとアピールして
いた。こうして中国は、コロナ禍が起きた時点で、
すでに欧米より有利な立場を築いていたと言え
る。また、不活化ワクチンが不評だったため、新技
術を生かしたmRNAワクチンを開発して挽回を図
る試みも行なっている。
　現在、中国は自国で作った医薬品を供給する
だけではなく、コロナ禍を機に東南アジアやアフリ
カでワクチンを現地生産する工場開設をエジプト
やモロッコで支援している。そこでは地域特有の
疾病に対する医薬品も生産していくよう活用する
のかも知れない。そうして東南アジアや中東、アフ
リカなどの国々が中国の恩恵を受け、中国の外
交力の強化に繋がっていく可能性がある。
　ワクチンについては仮に特許を開放しても、製
薬会社の積極的な技術移転や指導がなければ 
現地生産することはできない。そこでWHOは、南
アフリカにアフリカへの技術移転のため、ワクチン

ハブを設け、欧米の製薬会社のワクチンを作る
“レシピ”を公開する拠点にしようとしている。だが、
ファイザーやモデルナは公開を拒否している。民
間企業としては技術を公開せず、経済的な利益
を守る判断が働いたのだろう。対照的に、中国や
ロシアはワクチンを生産する国営企業の技術公
開に応じる姿勢を見せている。

QUADでもワクチン協力を確認

　中国などのワクチン外交に対し、先進国側の
動きもある。バイデン米大統領は９月、「新型コロ
ナ・サミット」を開催し、途上国へのワクチン協力の
強化を表明した。国内の感染拡大でワクチン輸
出を中断したインドも、10月から輸出再開の動き
を見せる。日本も国内のワクチン接種が進み、余
裕が出てきた。今後、先進国側の巻き返しは可能
だと思う。
　９月には日米豪印の４カ国(QUAD)の首脳会
合もあり、ワクチンの生産拡大やインド太平洋地
域への供給に協力を確認した。インドの製薬会
社がこの地域でワクチンの現地生産をする動き
を、日米豪で資金支援するなどQUADの枠組みを
通じて、今後ワクチンの生産拡大・供給が見込ま
れる。インドや東南アジアでは、日本でのワクチン
開発に国内ではまかないきれない治験の実施に
協力してもらうなど、連携の体制を整えておくと良
い。日本が東南アジアで開設の協力を進める
ASEAN感染症センターでも、そんな連携ができ
ると思う。
　日本は現在のコロナ危機とワクチン協力を「自
由で開かれたインド太平洋」（FOIP）の実現に結
びつけていくなど、外交力強化に繋げていくことを
躊躇してはならない。
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2019年末に感染が始まった新型コロナウイルスに対し、国際的な枠組みであるCOVAXを中心にグローバルな
ワクチン協力が展開されているが、そのペースは遅い。主要国の「ワクチン・ナショナリズム」の影響もあり、ワクチ
ンをめぐる南北格差は根深い。その現状と日本の貢献について報告する。（本誌編集委員・竹内 幸史）

“ASEAN版CDC”を連携の要に

マリーオンジュ・サラカ-ヤオ氏＝Gavi提供


